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１．はじめに  

 地震調査研究推進本部は 2005 年より全国地震動予測地図を公開しており 1)，(独)防災科学技術研究所では「地震

ハザードステーション(J-SHIS)」2)を通じて関連情報を公開している．2012 年度版確率論的地震動予測地図は，2011

年東北地方太平洋沖地震（Mw=9）の教訓を踏まえて，様々な面で改良が加えられたうえで 2012 年 12 月 21 日に公

表された 3)．前報 4)では，2008 年度版確率論的地震動予測地図の作成にかかる基礎データの中から，震源断層が特

定された内陸活断層地震（主要活断層帯およびその他の活断層）に焦点を絞って，震度分布と人口分布を重ね合わ

せて震度曝露人口（PEX: Population Exposure to shaking intensity）を求め，30 年地震発生確率(P)と合わせた P-PEX

関係と，それに基づく地震リスクカーブによりリスク評価を行った．本研究では J-SHIS 公開データに基づいて，2012

年度版確率論的地震動予測地図の作成に用いられたすべての全地震モデルを対象として評価を行ったものである． 

２．用いたデータ  

本研究で対象とした地震モデルの個数の内訳を表-1 に示す．内陸活断層地震に関しては，主要活断層帯による地

震 181 ケース，その他の活断層による地震 168 ケース，震源断層を予め特定しにくい地震 約 17.3 万モデル（計約

17.4 万モデル）である．海溝型地震に関しては，震源断層を特定した地震 22 ケース（連動ケースを含む），震源断

層を領域で特定できる地震 21 ケース（震源位置およびマグニチュードの不確定性を考慮した 2211 ケース），震源断

層を予め特定しにくい地震 約 57.7 万モデル（計約 57.9 万モデル）である．両者をあわせて約 75.3 万モデルを対象

とした．各地震の 30 年発生確率および震度分布については，J-SHIS2)で公開されているものはそれらの値を用い，

公開されていないものについては，確率論的地震動予測地図の作成手法に準じて算出した． 

３．P-PEX 関係による地震リスク評価 

本研究では，震度レベルを 5 段階（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上，7）として評価を行ったが，

ここでは内陸活断層地震の震度 6 弱以上の P-PEX 関係を図-1 に示す．横軸の震度曝露人口 PEX は影響度，縦軸の

30 年地震発生確率は切迫度に相当し，図の右上に位置するほどリスク水準が高いことを意味する．両対数軸で表し

ているため，期待値としての等リスク線（P×PEX が等しい線）は右下 45°線となる．全般的には主要活断層帯によ

る地震（赤色○）のリスク水準が高く，その他の活断層帯，震源断層を予め特定しにくい地震の順となっている．

海溝型地震の震度 6 弱以上の P-PEX 関係を図-2 に示す．震源断層を特定した地震（赤色○）のリスク水準が高く，

想定東海地震の単独発生（30 年発生確率 56.0%，震度曝露人口約 1,000 万人）や南海～東南海～想定東海 3 連動地

震（震度曝露人口が 3,000 万人以上）など，右上に並ぶ 6 地震はいずれも南海トラフ沿いの地震である． 

４．リスクカーブによる地震リスク評価 

 図-1，図-2 に示した震度 6 弱以上の P-PEX 関係に基づく地震リスクカーブを，図-3，図-4 に示す．震源区分別の

曲線に加えて，それらを合算した曲線を太線で示している．震度曝露人口が多い領域においては，震源断層を特定

した地震が支配的である一方，震度曝露人口が少ない領域においては，震源断層を予め特定しにくい地震が支配的

となっている．震源断層を予め特定しにくい地震の震度曝露人口および 30 年発生確率は全体的に低いものの，地震

数が圧倒的に多いため，それらの総合的な地震リスクを軽視できないことを示唆している．また，すべての地震（陸

域＋海域）のリスクカーブを図-5 に示す．海溝型地震のリスクカーブ（実線）は内陸活断層地震のそれ（破線）よ

りも右上に位置し，相対的に高いリスク水準にあると言える．ただし，震度 6 強以上および震度 7 を対象とした結

果（ここでは図示省略）によると，低確率領域での震度曝露人口は，内陸活断層地震で極めて多数となり，低頻度 
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巨大災害のリスク要因として重視すべきであることが明らかとなった． 

5．まとめ 

日本周辺では陸域と海域において，発生確率，地震規模，影響度など，様々な面で異なった特徴を持つ多数の地

震のリスクに曝されている．本研究における検討は，すべての震源を考慮した網羅的な分析であり，地震リスクの

総合的な検討として有意義と考えられる．今後，地域別評価や特定地点での評価による検討を進める方針である． 
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図-1 内陸活断層地震の P-PEX 関係（震度 6 弱以上） 

 

図-2 海溝型地震の P-PEX 関係（震度 6 弱以上） 

 

表-1 本研究で用いたすべての地震モデル 

震源の個数

地域区分やマグ
ニチュードの種
類を考慮した震

源の個数
主要活断層帯による地震 181 181

その他の活断層帯による地震 168 168
震源断層を予め特定しにくい地震 8430 173376

小計 8779 173725
震源断層を特定した地震 22 22

震源断層を領域で特定できる地震 21 2211
震源断層を予め特定しにくい地震 2458 576814

小計 29589 579047
38368 752772

内陸活断層
地震

海溝型地震

合計

地震の種類

 

 

 
図-3 内陸活断層地震のリスクカーブ（震度 6 弱以上） 

 
図-4 海溝型地震のリスクカーブ（震度 6 弱以上） 

 
図-5 すべての地震のリスクカーブ（震度 6 弱以上）
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